
施　工　条　件　書 No.1

項目

有 無 他工事名 ( 上香力公園トイレ改築工事 )

発注者 ( 下松市長　國井益雄 )

他工事内容 ( 公園トイレの改築（機械設備、建築共） )

影響箇所 ( 全て )

影響期間、時間 ( 施工中 )

影響内容 (
11月より本格的なトイレの改築工事が始
まるため、上香力公園を占用しての作業
は10月末までとなる。

)

備考 ( )

有 無 制限される施工内容 ( )

施工箇所 ( )

施工時期、時間 ( )

施工方法 ( )

備考 ( )

有 無 関係機関等 ( )

制約を受ける内容 ( )

協議内容 ( )

成立見込み時期 ( )

備考 ( )

有 無 関係機関等 ( 架空線所管会社（3社） )

影響項目 ( 架空線への防護管装着 )

影響範囲 ( 横断歩道橋通路部付近 )

影響内容 ( 足場工 )

影響期間、時間 ( 施工中 )

備考 (
受発注者と架空線所管業者の三者で立会
し、防護管装着範囲を決定する。

)

有 無 　　発注者指定方式 ( 工事着手日： )

　　任意着手方式 ( 工事着手期限日： )

有 無 項目 ( )

管理者 ( )

調査期間 ( )

移設期間 ( )

備考 ( )

有 無 　　積上げ法による工期算定

　　　準備期間（〇〇日）　　後片付け期間（〇〇日）

　　　供用係数（〇.〇）※港湾・海岸工事の場合に明示

　　供用係数：休日と荒天日等による作業不能日を見込むための係数

　　　雨休率（〇.〇）

　　雨休率：休日と天候等による作業不能日を見込むための係数

　　　作業不能期間（〇〇日）

　　　施工班数（○○工：○班、○○工：○班）

　　積上げ法以外の工期算定（標準工期試算式による場合等）

備考 ( )

有 無 対象工種 ( )

影響範囲 ( )

影響内容 ( )

影響期間、時間 ( )

備考 ( )

有 無 中止箇所 ( )

中止期間 ( )

中止内容 ( )

再開予定時期 ( )

備考 ( )

明示事項 条件等

4.関係機関との協議により
付された条件
（現場条件の変更に伴う、
条件の変更については、別
途協議することとする。）

工
程
関
係

2.施工時期、施工時間、施
工方法等の制限

3.関係機関との協議が未成
立のもの

7. 設計工程上見込んでいる
条件（準備期間、後片付け
期間、供用係数、雨休率、
作業不能期間、施工班数）
（標準工期試算式で算定し
た工期は、準備期間、後片
付け期間、休日、天候等に
よる作業不能日を含む）

6.地下埋設物及び埋蔵文化
財の事前調査または移設

1.関連する別途発注工事に
よる施工時期、全体工期へ
の影響

5.工事着手までの余裕期間

9.現場施工着手までの工事
一時中止期間

8.現場条件による工法の制
限

R070401適用



施　工　条　件　書 No.2

項目 明示事項 条件等

有 無 　　週休２日工事（現場閉所型）

　　週休２日工事（交替制）

※本欄の内容は、受発注者協議により変更できる場合もある（実施要領を参照すること）

有 無

有 無 場所、物件 ( )

範囲 ( )

処理見込み時期 ( )

影響工種 ( )

備考 ( )

有 無 場所、範囲 ( )

復旧完了予定日 ( )

復旧条件 ( )

備考 ( )

有 無 場所、範囲 ( )

期間 ( )

使用条件 ( )

借地条件 ( )

備考 ( )

有 無 場所、範囲 ( 上香力公園 )

期間 ( 現場作業中 )

使用条件 (
塗膜くず、研削材等が飛散しないように
十分防護すること。

)

復旧条件 (
万が一塗膜くず、研削材等が漏れた場
合、園内土の置換え等により元の状態に
復旧すること。

)

備考 ( )

有 無

有 無 　　騒音　　振動　　水質　　排出ガス

　　その他 ( )

対象工種 ( )

施工方法 ( )

施工時期、時間 ( )

制限内容 ( )

備考 ( )

有 無 対象工種 ( )

内容 ( )

排水期間、時間 ( )

備考 ( )

有 無 対象工種 ( )

内容 ( )

期間 ( )

備考 ( )

1.工事用地、補償物件の未
処理部分

2.水替・流入防止施設

工
程
関
係

公
害
対
策
関
係

11.その他

10.週休２日工事の適用
（「有」の場合の詳細は週休２日
工事の実施要領による）

1.施工方法の制限

2.工事用地等の使用終了後
の復旧条件

3.用地借地条件等

4.市有地使用指定の場合の
条件等
（市が市有地の使用を指定
した場合、占用料は免除と
する。）

3.濁水、湧水、油漏れ等の
処理（特別な対策を要する
もの）

5.その他

用
地
関
係

R070401適用



施　工　条　件　書 No.3

項目 明示事項 条件等

有 無 　　騒音　　振動　　地盤沈下　　地下水　　電波障害

　　その他 ( )

調査時期 ( )

調査範囲 ( )

調査方法 ( )

備考 ( )

有 無 ( )

有 無 交通安全施設 ( )

内容 ( )

期間 ( )

備考 ( )

有 無 　　鉄道　　ガス　　電気　　電話　　上水道　　下水道

　　その他 ( )

工法制限 ( なし )

時間制限 ( なし )

備考 ( 架空線に注意すること )

有 無 　　落石　　雪崩　　土砂崩壊　　土石流



　　その他 ( 低濃度PCB、鉛 )

防護施設 (
補修用足場、環境対策資機材、安全衛生
保護具、塗膜くず等一時保管

)

内容 (
塗膜に低濃度PCB、鉛が含有されている
ため、暴露、飛散の対策が必要。

)

期間 ( 素地調整中及び塗膜くず一時保管期間中 )

備考 ( )

有 無 規制範囲 ( 横断歩道橋周りの2車線及び歩道 )

期間、時間 ( 足場架設～撤去まで )

備考 ( )

有 無 時期、時間 ( )

備考 ( )

有 無 防護工制限 ( )

作業時間制限 ( )

備考 ( )

有 無 危険要因 ( )

内容 ( )

備考 ( )

有 無 内容 ( )

備考 ( )

有 無 地形・地質特性 ( )

危険要因 ( )

対策内容 ( )

備考 ( )

有 無

8.高所作業における対策

9.砂防工事における現場条
件

公
害
対
策
関
係

4.事業損失関係の事前・事
後調査

1.交通安全施設等の指定

5.その他

安
全
対
策
関
係

10.その他

2.鉄道、ガス、電気、電
話、水道等の近接作業

3.危険要因に対する防護施
設等

4.交通規制及び交通誘導警
備員の配置

5.安全監視船（警戒船）の
配置

6.発破作業制限

7.換気設備（有毒ガス、酸
素欠乏対策として特に必要
なもの）

R070401適用



施　工　条　件　書 No.4

項目 明示事項 条件等

有 無 搬入経路 ( )

使用期間・時間帯 ( )

制限内容 ( )

使用中使用後の処置 ( )

備考 ( )

有 無 一般通行：　　有　　無

安全施設内容 ( )

安全施設期間 ( )

維持補修内容 ( )

維持補修時期、頻度等 ( )

工事完了後の処置：　　存置　　撤去　　その他

備考 ( )

有 無 工事用道路管理：　　本工事　　他工事

他工事名 ( )

期間 ( )

使用制限 ( )

備考 ( )

有 無

有 無 仮設物：　　引継　　引渡

仮設物 ( )

施工者：　　本工事　　他工事

引継、引渡時期 ( )

維持管理等条件 ( )

備考 ( )

有 無 仮設物 ( )

兼用工事名 ( )

維持管理等条件 ( )

備考 ( )

有 無 仮設物 ( )

構造 ( )

施工方法 ( )

備考 ( )

有 無 仮設物 ( 足場支保工、補修用足場工 )

設計条件 (
素地調整を実施する箇所については板張
防護の他、防炎シート、ブラスト用養生
シートで覆うこと。

)

備考 ( )

有 無5.その他

仮
設
備
関
係

3.工事用道路の共用及び使
用制限

1.搬入路としての一般道路
の使用制限

2.仮設道路の設置条件

工
事
用
道
路
関
係

4.その他

4.仮設物の設計条件の指定

3.仮設物の構造、施工方法
の指定

2.仮設物の兼用

1.仮設物の転用

R070401適用



施　工　条　件　書 No.5

項目 明示事項 条件等

有 無 名称 ( )

機種・規格 ( )

内容 ( )

有 無 ( )

有 無 　　現場内流用 ( 同一工事内で利用 )

　　工事間流用 ( 他工事への搬出 )

　　発注機関： ( )

　　工事名： ( )

　　場所： ( )

　　運搬距離： ( )

　　仮置き　場所： ( )

　　公共残土処理場への指定処分

　　場所： ( )

　　運搬距離： ( )

　　民間残土処理場へ搬出

場所：別紙「民間残土処理場（承諾済み）一覧表」のよる

　　上記以外の受入地への搬出

　　指定場所： ( )

　　運搬距離： ( )

　　搬出条件

内容 ( )

※受入可能時期・時間、押土・整地必要など

有 無 工事名 ( )

工事場所 ( )

搬入条件 ( )

試験費等 ( )

備考 ( )

1.建設発生土

2.建設搬入土（他工事から
の搬入）

2.その他

建
設
機
械
関
係

1.建設機械の指定
※本欄で建設機械の機種、
規格等を特に指定しない限
り、受注者の任意とする。
（本欄で指定しないもの
で、仕様書に記載されてい
る建設機械の機種、規格は
積算上参考として記載して
いるものである。）

建
設
副
産
物
関
係

R070401適用



施　工　条　件　書 No.6

項目 明示事項 条件等

有 無 １工事の種類

　　建築物の解体（床面積の合計80㎡以上）

　　建築物の新築・増築（床面積の合計500㎡以上）

　　建築物の修繕・模様替【リフォーム等】

（ただし、請負代金が1億円以上の場合に適用）

　　その他工作物に関する工事【土木工事等】

（ただし、請負代金が500万円以上の場合に適用）

２対象特定建設資材

（建設リサイクル法第２条及び施行令第１条による）

　　コンクリート

　　コンクリート及び鉄から成る建設資材

　　木材

　　アスファルト・コンクリート

有 無 再生資源利用計画書・実施書及び再生資源利用促進計画書・

実施書の提出：　　有　　無

　　コンクリート塊

　ア．処理の目的

　　　　中間処理 （処理後の用途）

材料試験されている再生クラッシャーラン

その他

　　　　中間処理

　　　　最終処分

　イ．その他 ( )

　　アスファルト・コンクリート塊

　ア．処理方法

　　　　中間処理 （処理後の用途）

再生アスファルト混合物

その他

　　　　現場内利用

　　　　最終処分

　イ．その他 ( )

　　建設発生木材

　ア．処理方法（中間処理）

　　　　再資源化

　　　　縮減（焼却） ( )

　イ．その他 ( )

　　汚泥

　ア．処理方法

　　　　現場内利用

　　　　工事間流用

　　　　中間処理

　　　　最終処分

　イ．その他 ( )

　　土砂（建設発生土等）

　条件等は「１．建設発生土」及び

「２．建設搬入土（他工事からの搬入）」に記載のとおり

　　その他 ( 名称： )

　ア．処理方法 ( )

　　　　中間処理

　　　　最終処分

　イ．その他 ( )

有 無 低濃度PCBほか

※運搬、処分は別業務にて依頼予定

3.建設リサイクル法の適用
建
設
副
産
物
関
係

4.建設副産物及び建設廃棄
物の利用・処理条件

※処理施設へ搬出する場合
は、建設廃棄物の種類や処
理方法に応じた産業廃棄物
処分業の許可を有する施設
に限る。

※中間処理の場合は、固定
式または移動式を含む固定
式の業の許可を有する施設
へ搬出するものとする。た
だし、移動式施設での処理
を指定する場合はこの限り
ではない。

5.その他

R070401適用



施　工　条　件　書 No.7

項目 明示事項 条件等

有 無 　　電気　　電話　　上水道　　ガス　　下水道

　　その他 ( )

管理者 ( Kビジョン㈱、㈱メディアリンク、NTT )

位置 ( 横断歩道橋直上 )

移設時期 ( )

工事方法 ( )

防護方法 ( 防護管の装着 )

備考 (
受注者、市、架空線所管会社とで立会し
防護範囲を決定する。

)

有 無 　　電気　　電話　　上水道　　ガス　　下水道

　　その他 ( )

管理者 ( )

影響期間 ( )

影響範囲 ( )

影響工種 ( )

備考 ( )

有 無

有 無 対象構造物 ( )

受注者は、監督職員と打合せの上、以下の対応を行うこと。

①材料等によるひび割れ抑制対策の確認

（図面、ガイド第2節を参照）

②コンクリート施工記録の作成・提出

（ガイド第4節を参照）

③ひび割れの初期観察・観察、調査および補修

（ガイド第4節を参照。補修費用は原則として受注者が負担）

有 無 対象構造物 ( )

打込み禁止期間 ( 　　月　　日　～　　月　　日 )

有 無

有 無 設計条件 ( )

工法区分 ( )

注入材料 ( )

注入量 ( )

施工範囲 ( )

注入圧 ( )

施工方法の指定 ( )

材料管理方法 ( )

施工管理方法 ( )

地下埋設物の防護方法 ( )

備考 ( )

有 無 調査内容
 ( )

調査頻度 ( )

備考 ( )

3.その他 有 無

1.占用支障物件

1.「コンクリート構造物品
質確保ガイド」を適用する
構造物

※「コンクリート構造物品
質確保ガイド」は、下記Web
ページの最新版を参照
https://www.pref.yamaguchi.lg.j
p/soshiki/127/23395.html

支
障
物
件
等

2.占用物件との重複工事

薬
液
注
入
関
係

コ
ン
ク
リ
ー

ト
品
質
確
保

3.その他

2.コンクリート打込み時期
の制限（ひび割れ抑制に関
するもの）

1.薬液注入

2.周辺環境への影響調査

3.その他

R070401適用



施　工　条　件　書 No.8

項目 明示事項 条件等

1.作業時間制限 有 無 作業時間 ( 　　ｈ　～　　ｈ )

有 無 　　溶接継手 ( )

　　その他 ( )

有 無 本数 ( 内訳書、特記仕様書等参照 )

深度 ( 内訳書、特記仕様書等参照 )

有 無 　　試験片による引張、曲げ試験

　　Ｘ線透過試験

　　超音波探査試験

　　その他

有 無

有 無 　　既存井戸　　湧水池　　ため池　　既存調査孔


　　その他 ( )

調査範囲 ( )

調査期間 ( )

その他 ( )

有 無 ロータリー式ボーリングによるオールコア採取

　　有　　無

その他 ( )

有 無

有 無 ロータリー式ボーリングによるオールコア採取


　　有　　無

その他 ( )

有 無

有 無 ブロック1個当たりの必要重量W

( W≧○○ｔ )

敷設延長L（河川縦断方向）

( L≧○○ｍ )

敷設幅B（河川横断方向）

( B≧Ln＋⊿Z/Sin30° )

ただし、Ln：ブロック１個分の幅（ｍ） 

⊿Z：根固ブロック敷設高から最深河床の評価高までの高低差＝○○ｍ 

有 無 ブロック規格 ( 公称重量〇ｔ )

敷設延長L（河川縦断方向）

( L≧○○ｍ )

敷設幅B（河川横断方向）

( ○列 )

有 無

場
所
打
杭
工

（

大
口
径
ボ
ー

リ
ン
グ
）

集
水
井
及
び
集
排
水
ボ
ー

リ
ン

グ
工

2.コア採取

3.その他

ア
ン
カ
ー

工

根
固
め
ブ
ロ
ッ

ク
工

2.類似河川の実績等を根拠
に設計した場合の条件

2.その他

1.技術基準等の式に基づい
て設計した場合の条件

2.杭の継手

5.その他

3.チェックボーリング

4.溶接継手の品質管理

1.水文調査

1.チェックボーリング

3.その他

R070401適用



施　工　条　件　書 No.9

項目 明示事項 条件等

有 無 資機材名 ( )

場所 ( )

期間 ( )

保管・仮置き方法 ( )

備考 ( )

有 無 品名 ( )

　　再使用有　　再使用無

引渡場所 ( )

引渡時期 ( )

備考 ( )

有 無 品名 ( )

　　返納有　　返納無

引渡場所 ( )

引渡時期 ( )

備考 ( )

有 無 関係機関等名称 ( )

条件 ( )

内容 ( )

期間 ( )

備考 ( )

有 無 施工方法 ( )

施工条件 ( )

施工時期 ( )

備考 ( )

有 無 内容 ( )

条件 ( )

備考 ( )

有 無 内容 ( 素地調整、当て板工法の指定（NETIS登録） )

条件 (

・素地調整には「循環式ブラスト工法」
を使用すること。
・当て板工にはUVPPS工法を使用するこ
と。

)

備考 ( )

有 無 引渡箇所 ( )

引渡時期 ( )

備考 ( )

有 無 使用箇所 ( )

使用時期 ( )

備考 ( )

有 無 関係機関 ( )

取水箇所 ( )

取水方法 ( )

取水時期 ( )

備考 ( )

有 無 材料 ( )

対象工種 ( )

備考 ( )

有 無 工事関係者連絡会議：　　有　　無

時期、頻度 ( )

有 無 資材、機械名 ( )

場所、範囲 ( )

搬入条件 ( )

そ
の
他

2.現場発生品

3.支給品
約款第１５条事項

8.工事目的物の部分引渡

9.工事目的物の部分使用

10.給水の必要

11.特殊材料の指定

12.工事関係者連絡会議の設
置

13.資材及び機械搬入方法等
の制限

1.工事用資機材の保管・仮
置き

4.関係機関・自治体との近
接協議に係る条件

5.架設工法の指定

6.工事用電力の指定

7.新技術・新工法・特許工
法等の指定

R070401適用



施　工　条　件　書 No.10

項目 明示事項 条件等

工事内容 ( 横断歩道橋を補修しています。 )

工事種別 ( 横断歩道橋補修工事 )

「国土強靭化工事」の標示：　　対象　　　対象外

15.履行報告書の提出 有 無 　　毎月10日までに前月末時点の進捗を報告

　 （定点で撮影した写真や詳細工程表の添付は不要）

16.工事材料の品質 有 無 　　品質規格証明書等の提出

対象材料 ( )

対象材料 ( 塗替塗装用の塗料 )

　　　※材料承諾願とは別の対応として見本等を求めるもの

17.施工計画書の簡素化 有 無 　　６項目のみ記載したものを提出【簡易な工事】

　　提出不要 【簡易な工事かつ緊急工事】

　　15項目記載したものを提出【簡易な工事を含む緊急工事】

　　提出時期： ( ○○工等の着手前に提出 )

有 無18.その他

※提示だけではなく提出す
るもの

14.工事標示板
（旧：大型工事標示板）

※「無」の場合であっても
監督職員の承諾を得た場合
は簡素化できる

そ
の
他

　　見本または品質証明資料を提出し、監督職員の確認を受けて使用するもの

※本欄で無（提出不要）として場合であっても、契約書（特約条項）におい
て「中間前金払を適用する。」を選択した工事では、請求時までは提出が必
要となる。

（特に工程管理を要する工
事等）

（「対象」の場合は「国土強靱化工事（５か年加速化対策）」であ
ることを現場に標示することが望ましい）

必須

R070401適用


